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2 0 2 2 年 3 月 2 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

第 225回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 
 

 

【不適合関係】 

・ 2 月  9日  柏崎刈羽原子力発電所での火災の発生について（最終報） 

        （公表区分：Ⅰ）                      〔P. 3〕 

・ 2 月 10日 核物質防護に関する不適合情報                〔P. 5〕 

・ 2 月 15日 保安規定対象記録の未保存について（公表区分：Ⅲ）      〔P. 6〕 

・ 2 月 16日 柏崎刈羽原子力発電所５号機非常用ガス処理系入口隔離弁の動 

        作不良について（公表区分：Ⅲ）                 〔P. 7〕 

・ 2 月 19日 柏崎刈羽原子力発電所での火災の発生について（最終報） 

        （公表区分：Ⅰ）                        〔P. 8〕 

 

 

【発電所に係る情報】 

・ 2 月 10日 （運転保守状況）柏崎刈羽原子力発電所１号機熱交換器建屋 

エリア屋外照明用自動点滅器の火災について（公表区分：Ⅰ）  〔P.10〕 

・ 2 月 10日 （運転保守状況）荒浜側立坑付近のケーブル洞道内の火災 

について（公表区分：Ⅰ）                                  〔P.11〕 

・ 2 月 10日 工事未完了等に関する総点検の対応状況（2月 10日時点）      〔P.13〕 

・ 2 月 10日 柏崎刈羽原子力発電所６号機中央制御室外気取入ダンパ（Ａ） 

        の開動作不良について                    〔P.14〕 

・ 2 月 16日 当社原子力発電所における原子力規制庁による２０２１年度第 

        ３四半期原子力保安検査および規制検査の結果について     〔P.15〕 

・ 2 月 24日 （運転保守状況）柏崎刈羽原子力発電所１号機熱交換器建屋 

エリア屋外照明用自動点滅器の火災について（公表区分：Ⅰ）  〔P.16〕 

・ 2 月 24日 （運転保守状況）柏崎刈羽原子力発電所７号機タービン建屋 

大物搬入口エリア電動シャッターのモーター給電ケーブルの 

火災について（公表区分：Ⅰ）                               〔P.16〕 

・ 2 月 24日 柏崎刈羽原子力発電所６号機大物搬入建屋杭の損傷原因と今後 

        の対応について                       〔P.18〕 

・ 2 月 25日 「原子力事業者防災業務計画」の修正ならびに届出について   〔P.29〕 

 

＊以下、新型コロナウイルス関係 

・ 2 月  1日 〈訂正〉柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感 

染症患者の概要                                             〔P.35〕                          

・ 2 月  3日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.37〕 

・ 2 月  5日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.38〕 
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・ 2 月  6日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.40〕 

・ 2 月  7日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.41〕 

・ 2 月  8日 新型コロナウイルスワクチン職域接種の実施（３回目）について 〔P.43〕 

・ 2 月  9日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.44〕 

・ 2 月 10日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.45〕 

・ 2 月 11日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.46〕 

・ 2 月 15日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.47〕 

・ 2 月 17日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.48〕 

・ 2 月 19日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.49〕 

・ 2 月 20日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.50〕 

・ 2 月 21日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.51〕 

・ 2 月 23日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.52〕 

・ 2 月 25日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.53〕 

・ 2 月 26日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.54〕 

・ 3 月  1日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者 

の概要                           〔P.55〕 

 

【その他】 

・ 2 月 18日 プルトニウム利用計画について                               〔P.56〕 

・ 2 月 21日 ２０２３～２０２５年度採用計画について           〔P.57〕 

・ 3 月  2日 広報活動の取り組み事項について（３月活動報告）             〔P.58〕 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

・ 2 月 24日  福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ 

進捗状況(概要版)                〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15年 11月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1

見張人が、核物質防護上の区域出入口にて、有効期限切れの入構証を提示した作業員の入域を制止
した。
その後の調査の結果、当該作業員が、過去に有効期限切れの入構証を用いて入域していたことを確認
した。
入構証の所持者と管理者が有効期限切れに気付かなかったこと、見張人が入構証の有効期限切れを
発見できなかったことが原因。
対策として、入構証の所持者と管理者に有効期限の管理を徹底すること、見張人にシステム利用を含
めた有効期限確認を厳正に実施することを周知した。
なお、現場設備に妨害破壊行為等の痕跡はなく、不審者や不審物もなかったことを確認済み。

2021/12/08

NO. 不適合事象 発見日 備　　考

1
社員より、入構証を紛失したとの連絡があったことから、当該入構証の無効化措置をするとともに、
所内に保管管理徹底の注意喚起を行った。
なお、後日、当該入構証は発見され、不正使用された形跡も確認されなかった。

2022/1/18

2
核物質防護上の門扉が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、当該不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中は当該門扉を封鎖するとともに、他の扉での出入りを行った。

2022/01/20

３．公表区分Ⅲ　　　　　  ０件

４．公表区分その他　　　２件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　１件

２０２２年２月８日（火）にパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

◆ 不適合とは、本来あるべき状態とは異なる状態、もしくは本来行うべき行為（判断）とは異なる行為（判断）を言います。
法律等で報告が義務づけられているトラブルから、発電所の通常の点検で見つかる計器や照明の故障など、広い範囲の不具合が対象になります。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/pp/pdf/policy.pdf

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件
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2022年 2月 15日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 -  

件名 保安規定対象記録の未保存について 

不適合の 

概要 

 

2022年 2月 10日、社内管理文書の確認を行っていたところ、2017年度分の力量評価

記録※が、一部のグループにおいて保存されていないことが判明いたしました。力量評価

記録は保安規定で保存期間が 5年と定められており、2月 14日、当該記録の未保存は保

安規定の要求を満たしていないことを確認いたしました。 

 

なお、2017 年度の力量評価記録を踏まえて作成される 2018 年度の教育訓練計画は作

成・保存されていることから、2017年度の力量評価記録は作成済みであったものと推定

しています。 

 

※ 原子炉施設保安規定 第 120条に基づく、力量、教育･訓練及び他の措置について該当

する記録。主にメンバーの担当業務とその業務に関わる力量区分、業務教育（研修）

項目の計画と実績が記載されている。 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

2014年度に発生した同様の不適合との関係も含めて、詳細調査を行い、その結果を踏

まえて再発防止の徹底を図ってまいります。 
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2022 年 2 月 16 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 ５号機 

件名 非常用ガス処理系入口隔離弁の動作不良について 

不適合の 

概要 

 

2022 月 2 月 15 日、5 号機原子炉建屋４階（管理区域）の原子炉建屋最上階エリア 

において、非常用ガス処理系(ＳＧＴＳ)＊（Ａ系）の入口隔離弁の電磁弁交換作業のため、

当該弁を操作スイッチで操作したところ、動作不良（開せず）を確認しました。 

 

同日、当該弁の制御部品（リレー）を交換し、動作不良が解消することを確認して 

おります。 

 

当該設備は、安全上重要な機器に該当しますが、燃料等の移動に関わる作業を実施 

していないことから、保安規定上の機能要求はありません。 

 

なお、今回の不具合による外部への放射能の影響はありません。 

 

＊ 非常用ガス処理系(ＳＧＴＳ) 

原子炉冷却材喪失事故等時に、原子炉建屋に漏出してくる放射性ヨウ素や、粒子状の放射性物質 

が建屋から直接大気へ放出されることを防ぐための系統。 

  保安規定において、当該設備は燃料等の移動に関わる作業を実施する際、Ａ系とＢ系の 2 系列が 

動作可能であることが求められている。 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

 
＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他設備 

 
＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

当該弁の動作不良は、リレーの交換により解消されたことから、リレー単体の不具合

によるものと推定しております。 
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工事未完了等に関する総点検の対応状況（2月10日時点）

件名 総点検 原因分析 是正工事状況
使用前事業者

検査

①
工事
未完了

ダンパー設置
（7台）1月27日公表

貫通部以外の総点検

実施済
（21年9月）

検討中

実施済
（21年4月）

是正工事対応後
に実施予定

火災感知器設置
（5箇所）2月15日公表

実施済
（21年2月）

貫通部浸水防護
（1箇所）2月26日公表

貫通部の総点検

実施中

実施済
（21年3月）

貫通部火災防護
（4箇所）3月3日公表
（72箇所）6月10日公表 実施中

貫通部浸水防護
（5箇所）9月22日公表

②
溶接部
適合性
確認

伸縮継手取換
（2箇所）2月15日公表

実施済
（21年9月）

検討済
（21年３月）

対応中
是正工事対応後
に実施予定

適合性確認（書類）
（4箇所）6月10日公表
（10箇所）9月22日公表

検討済
（21年11月）

配管取換
（1箇所）9月22日公表

計器取換
（6箇所）9月22日公表

③
火災
感知器
設置※

21年2月発見分
（3個）3月15日分不適合

実施済
（21年9月）

検討済
（21年11月）

実施済
（21年4月〉

是正工事対応後
に実施予定21年3～9月発見分

（2個）4月19日分不適合
（100個）9月22日公表

実施中

※最終的な個数は原子力規制庁による使用前確認をもって確定

2022年2月10日
東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所
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 2021年10月4日、6号機中央制御室外気取入ダンパ※（A）の動作確認時、弁体が開動作の途中で
停止し、全開にならないことを確認（2021年10月11日ホームページ不適合情報に掲載）

 調査の結果、弁体が弁駆動部に対して間違った角度で組み込まれていることを確認
 弁体が閉の状態の際には、中央制御室の気密性は確保されているため、原子炉安全上の問題はなく、

10月9日に修理が完了
 本事案については、「類似の事例が他の原子力発電所でのトラブル情報として報告されており、運転

経験情報を適切に処置していれば、未然に防ぐことができたと考えられる」旨、第3四半期の原子力
規制検査報告書（案）でご指摘いただいているところ

 本事案を受け、既に手順書を見直す対策を実施するとともに、報告書（案）でご指摘いただいた点につい
ては、日々、他電力の運転経験情報を所内管理職にメールで周知する取り組みを開始するなど、水平展開
を徹底している

柏崎刈羽原子力発電所６号機
中央制御室外気取入ダンパ（A）の開動作不良について

2022年2月10日
東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

中央制御室外気取入ダンパ（A）

※ 中央制御室外気取入ダンパ：放射性物質が大気中に放出される事故が発生した際、運転員が中央制御室に留まり運転管理を継続
することを目的とし、中央制御室の空気を外気から隔離するためのもの。

弁体（ダクト内部） 弁駆動部

 実開度「0%」に対して、開度計の指示は「13%」であった
が、中央制御室の気密性の判定基準が満足することを確認し、
居住性に対する影響がないことを確認

弁駆動部
ダクト

弁体（ダクト内部に設置）

正しい角度

Ａ

Ｂ

Ａ－Ａ矢視 Ｂ－Ｂ矢視

Ａ

Ｂ

弁
駆
動
部
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当社原子力発電所における原子力規制庁による 

2021年度第 3四半期原子力保安検査および規制検査の結果について 

 

2022 年 2 月 16 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

本日の原子力規制委員会において、原子力規制庁が実施した当社原子力発電所における

2021 年度第 3 四半期実施計画検査および原子力規制検査の結果が報告され、柏崎刈羽原子

力発電所に関する事案について、以下の判定を受けました。 

 

＜柏崎刈羽原子力発電所（規制検査）＞ 

（事案 1） 

・6 号機 中央制御室換気空調系の不適切な未然防止処置・・・安全上の重要度：緑※1 

違反の深刻度レベル：Ⅳ※2 

（2021 年 10 月８日 お知らせ済み） 

（事案 2） 

・7 号機 蓄電池室内（区分Ⅳ）における火災感知器の不適切な設置 

・・・安全上の重要度：緑   

違反の深刻度レベル：Ⅳ 

（2021 年 3 月 15 日 お知らせ済み、2021 年 4 月 19 日お知らせ済み） 

 

当社は、引き続き原子力規制委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福

島第一原子力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努

めてまいります。 

 

※１ 安全上の重要度「緑」 

「安全上の重要度」は、原子力施設の安全確保に対する劣化の程度により「赤」

「黄」「白」「緑」の順に区分される。重要度「緑」は、安全確保の機能または性能

への影響があるが、限定的かつ極めて小さなものであり、事業者の改善措置活動に

より改善が見込める水準のものに適用される。 

※２ 違反の深刻度レベル「SL Ⅳ」(SL: Severity Level) 

「違反の深刻度レベル」は、違反の深刻度に応じて「SL Ⅰ」「SL Ⅱ」「SL Ⅲ」「SL Ⅳ」

の順に区分される。深刻度「SL Ⅳ」は、原子力安全上または核物質防護上の影響が

限定的であるもの、またはそうした状況になり得たものに適用される。 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

原子力・立地本部 広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/inside/pdf/2020/20210315.pdf
https://www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/inside/pdf/2021/20210419.pdfhttps:/www.tepco.co.jp/niigata_hq/data/inside/pdf/2021/20210419.pdf
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

 原子力・立地本部 広報グループ 03-6373-1111（代表） 

 

 

「原子力事業者防災業務計画」の修正ならびに届出について 

 

2022 年 2 月 25 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、2000 年 6 月に施行された原子力災害対策特別措置法に基づき、「原子力

事業者防災業務計画＊」を原子力発電所ごとに作成し、運用してまいりました。 

 

 同法の規定において、原子力事業者は「原子力事業者防災業務計画」を毎年見直

しするとともに、必要な場合はこれを修正することとしております。 

 

この度、福島県、新潟県をはじめ地元自治体と協議の上、福島第一原子力発電所、

福島第二原子力発電所および柏崎刈羽原子力発電所の「原子力事業者防災業務計画」

を内閣総理大臣ならびに原子力規制委員会に届出ましたので、お知らせします。 

 

◯「原子力事業者防災業務計画」の修正要旨（修正日：2022 年 2 月 25 日） 

【共通】 

・原子力防災組織の見直し 

・安全パラメータ表示システム（SPDS）データ伝送項目の修正 

・緊急時活動レベル（EAL）に関する記載の修正 

・原子力防災資機材の修正 

【福島第一原子力発電所および福島第二原子力発電所のみ】 

・原子力事業所災害対策支援拠点（大熊拠点）の追加 

以 上 

 

＊ 原子力事業者防災業務計画 

  原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力災害の発生および拡大の防止、なら

びに原子力災害時の復旧に必要な業務等について定めたもの。 

 

添付資料 

・福島第一原子力発電所の「原子力事業者防災業務計画」の構成と主な内容 

・福島第二原子力発電所の「原子力事業者防災業務計画」の構成と主な内容 

・柏崎刈羽原子力発電所の「原子力事業者防災業務計画」の構成と主な内容 
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柏崎刈羽原子力発電所の「原子力事業者防災業務計画」の構成と主な内容  

 

１．構成  

 第１章  総則  

   第１節  原子力事業者防災業務計画の目的  

   第２節  定義  

   第３節  原子力事業者防災業務計画の基本構想  

   第４節  原子力事業者防災業務計画の運用  

   第５節   原子力事業者防災業務計画の修正  

 第２章  原子力災害予防対策の実施        

   第１節  防災体制  

   第２節  原子力防災組織の運営  

   第３節  放射線測定設備及び原子力防災資機材の整備  

   第４節  原子力災害対策活動で使用する資料の整備  

    第５節  原子力災害対策活動で使用する施設及び設備の整備・点検  

    第６節  防災教育の実施  

    第７節  訓練の実施  

    第８節  関係機関との連携  

    第９節  発電所周辺の方々を対象とした平常時の広報活動  

 第３章  警戒事象発生時における対応  

  第１節  連絡  

  第２節  応急措置の実施  

  第４章  緊急事態応急対策等の実施  

   第１節  通報及び連絡  

   第２節  応急措置の実施  

   第３節  緊急事態応急対策  

 第５章  原子力災害事後対策  

   第１節  発電所の対策  

   第２節  原子力防災要員及び本社原子力防災要員の派遣等  

  第６章  その他  

   第１節  他の原子力事業者への協力  

   第２節  附則  

 

２．主な内容（抜粋）  

（１）原子力災害予防対策の実施（第２章）  

  ①  緊急時態勢の区分（第１節）  

 原子力災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合に、事

故原因の除去、原子力災害の拡大の防止その他必要な活動を迅速か

つ円滑に行うため、原子力災害の情勢に応じて次に掲げるとおり緊

添付資料  
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急時態勢を区分する。  

       原子力警戒態勢  ：原子力災害対策指針に基づく警戒事象発生の

連絡を行った場合  

       第１次緊急時態勢：原子力災害対策特別措置法第 10 条の特定事象

発生の通報を行った場合  

        第２次緊急時態勢：原子力災害対策特別措置法第 15 条に基づく原

子力緊急事態宣言が発出される事態（原子力緊

急事態）に至った場合  

  ②  原子力防災組織（第１節）  

 発電所及び本社に原子力災害の発生または拡大を防止するために

必要な活動を行う原子力防災組織を設置する。  

  ③  原子力防災管理者・副原子力防災管理者の職務（第１節）  

 原子力防災管理者は、発電所長があたり、原子力防災組織を統括

管理する。また、副原子力防災管理者は、原子力防災管理者を補佐

し、原子力防災管理者が不在の場合にはその職務を代行する。  

  ④  通報連絡体制及び情報連絡体制（第２節）  

 原子力防災管理者は、特定事象の発生について通報を受けたとき、

又は自ら発見したときに際し、通報連絡体制を整備する。また、通

報を行った後の社外関係機関及び社内への報告及び連絡について連

絡体制を整備する。  

  ⑤  放射線測定設備及び原子力防災資機材等の整備（第３節）  

 原子力防災管理者は、放射線測定設備（モニタリングポスト）を

整備、維持するとともに、原子力防災資機材及び資料等を整備する。  

    ⑥  原子力災害対策活動で使用する施設及び設備の整備・点検（第５

節）  

 原子力防災管理者は、緊急時対策所、気象観測設備及び緊急時対

応情報表示システム等を整備・点検する。  

  ⑦  防災教育及び訓練の実施（第６節及び第７節）  

 原子力防災管理者は、原子力防災組織及び活動に関する知識並び

に放射線防護に関する知識等について防災教育を実施するとともに、

防災訓練（緊急時演習）及び通報訓練等を実施する。また、国又は

地方公共団体が主催する原子力防災訓練に参加する。  

  ⑧  発電所周辺の方々を対象とした平常時の広報活動（第９節）  

 原子力防災管理者及び社長は、発電所周辺の方々に対し、国、地

方公共団体と協調して放射性物質及び放射線の特性等についての理

解活動に努める。  

（２）警戒事象発生時における対応（第３章）  

  ①  連絡の実施（第１節）  

 原子力防災管理者は、警戒事態を判断する事象の発生について連
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絡を受け、又は自ら発見したときは、関係機関にファクシミリ装置

を用いて一斉に送信する。  

  ②  原子力警戒態勢発令時の対応（第１節）  

 原子力防災管理者は、警戒事態を判断する事象の連絡を行ったと

きは、原子力警戒態勢を発令し、警戒本部を設置する。  

  ③  情報の収集と提供（第１節）  

 発電所警戒本部の各班長は、事故及び被害状況等を迅速かつ的確

に収集し、発電所警戒本部長に報告する。また、その情報を定期的

に収集し、社外関係機関に連絡する。  

  ④  応急措置の実施（第２節）  

 発電所対策本部の各班長は第４章に示す応急措置の各措置につい

て、必要に応じ実施する。  

 

（３）緊急事態応急対策等の実施（第４章）  

  ①  通報の実施（第１節）  

 原子力防災管理者は、特定事象の発生について通報を受け、又は

自ら発見したときは、15 分以内を目途として、関係機関にファクシ

ミリ装置を用いて一斉に送信する。  

 また、この通報を行ったときは、その旨を報道機関へ発表する。  

  ②  緊急時態勢発令時の対応（第１節）  

 原子力防災管理者は、特定事象の通報を行ったときは、緊急時態

勢を発令し、緊急時対策本部を設置する。  

  ③  情報の収集と提供（第１節）  

 発電所対策本部の各班長は、事故及び被害状況等を迅速かつ的確

に収集し、発電所対策本部長に報告する。また、その情報を定期的

に収集し、社外関係機関に連絡する。  

  ④  応急措置の実施（第２節）  

 発電所対策本部の各班長は次の応急措置を実施する。  

（ａ）発電所敷地内の原子力災害対策活動に従事しない者及び来訪

者等に対する避難の周知  

（ｂ）発電所内及び発電所敷地周辺の放射線並びに放射能の測定等

による放射能影響範囲の推定  

（ｃ）負傷者及び放射線障害を受けた者又は受けたおそれのある者

の救出及び医療活動、緊急時対策要員に対する健康管理等  

（ｄ）火災状況の把握と迅速な消火活動  

（ｅ）不必要な被ばくを防止するための、立入り禁止措置の実施並

びに放射性物質による予期しない汚染が確認された場合の拡大

防止と除去  

 

32



- 4 - 

（ｆ）避難者及び原子力災害対策活動に従事している要員の線量評

価並びに放射性物質による汚染が確認された場合の拡大防止と

除去  

（ｇ）緊急時態勢が発令された場合の事業者プレスセンターの開設

及び防災センターでの広報活動  

（ｈ）中央制御室の監視及び巡視点検の実施によるプラント状況把

握及び応急復旧計画に基づく復旧対策の実施  

（ｉ）事故状況の把握、事故の拡大防止及び被害の拡大に関する推

定による必要な措置の検討・実施  

（ｊ）原子力防災資機材及びその他原子力災害対策活動に必要な資

機材の調達・輸送  

（ｋ）事業所外運搬に係る事象が発生した場合の要員派遣並びに運

搬を委託された者等との協力による原子力災害発生防止の措置

を実施  

（ｌ）防災センターの運営の準備に入る体制を取る旨の連絡を受け

た場合の原子力防災要員等の派遣及び原子力防災資機材の貸与

等の実施  

  ⑤  緊急事態応急対策（第３節）  

（ａ）第２次緊急時態勢の発令  

 発電所対策本部長は、原子力緊急事態の発生に至った場合、

社外関係機関にその旨を報告し、第２次緊急時態勢を発令する。 

（ｂ）原子力災害合同対策協議会等との連絡報告  

 発電所対策本部長は、防災センターに派遣されている原子力

防災要員等と連絡を密に取り、原子力災害合同対策協議会から

発電所に対して要請された事項に対応するとともに、原子力災

害合同対策協議会に対して必要な意見を進言する。  

（ｃ）事業所外運搬事故における対策  

 発電所対策本部長及び本社対策本部長は、運搬を委託された

者と協力し、原子力施設における原子力災害に準じた緊急事態

応急対策を主体的に講じる。  

 

（４）原子力災害事後対策（第５章）  

 原子力防災管理者は、原子力緊急事態解除宣言があった時以降におい

て、原子力災害の拡大の防止又は原子力災害の復旧を図るため、原子力

災害事後対策を実施する。  

  ①  復旧対策（第１節）  

 発電所対策本部長は、原子炉施設の損傷状況及び汚染状況の把握

等について復旧計画を策定、実施する。  
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（５）他の原子力事業者への協力（第６章）（第１節）  

 他の原子力事業者の原子力事業所で原子力災害が発生した場合、原子

力防災管理者は、発災事業者からの要請に応じ、緊急事態応急対策及び

原子力災害事後対策が的確かつ円滑に行われるようにするため、環境放

射線モニタリング、周辺区域の汚染検査及び汚染除去、原子力防災要員

等の派遣、原子力防災資機材の貸与その他必要な協力を行う。  

 

                                      以  上  
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 

2022年 2月 1日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

新型コロナウイルス感染症に感染していることが確認された、柏崎刈羽原子力発電所に
勤務する当社社員 1名と柏崎刈羽原子力発電所の業務に従事している協力企業社員 1名に
ついて、概要をお知らせいたします。 
なお、当該感染症患者と接触のあった者については、現在、自宅待機を指示しておりま

す。今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞ 
 
■１人目 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

10代 男性 刈羽村 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・1月 31日 発熱等の症状があったことから、医療機関を受診。医師の

指示により抗原検査を受検。抗原検査の結果、陽性と判
明。保健所の指示により、自宅にて療養。 

 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該社員は、主に発電所構内の 6/7号機の運転業務に従事 
・最後に発電所構内で勤務した日：1月 28日 

       
    （その他 直近 2週間の行動歴） 

        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：あり 
・新潟県外往来：なし 

         ・海外渡航歴：なし 
  
４．濃厚接触者：発電所関係者の中で、濃厚接触者はなし。 

  

【訂正】 

35



 
■2人目 

１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

60代 男性 柏崎市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・1月 29日 発熱等の症状があったことから、医療機関を受診。医師の
指示により PCR検査を受検。 

 
・1月 31日 PCR検査の結果、陽性と判明。保健所の指示により、自

宅にて療養。 

 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該協力企業社員は、主に発電所構内の 6号機安全対策工事関連業務
に従事 

・最後に発電所構内で勤務した日：1月 25日 
       

    （その他 直近 2週間の行動歴） 
        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 

・新潟県外往来：あり 
         ・海外渡航歴：なし 

  
４．濃厚接触者：発電所関係者の中で、当該協力企業社員と同じ事務所に勤務する 3名。 

1月 27日公表の 4人目と濃厚接触者であったことから、1月 25日より自
宅待機。 

 

 

以 上 

 

 
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 

2022年 2月３日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

新型コロナウイルス感染症に感染していることが確認された、柏崎刈羽原子力発電所の
業務に従事している協力企業社員１名について、患者の概要をお知らせいたします。 
今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞ 

 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

５0代 男性 柏崎市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・1月 31日  夜から発熱の症状あり。 
 
・２月 １日  発熱の症状が続くことから、医療機関を受診。医師の 

指示により PCR検査を受検。 

 
・2月  2日  PCR検査の結果、陽性と判明。保健所の指示により、 

自宅にて療養。 
 

 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該協力企業社員は、主に発電所構内の１号機タービン建屋におけ
る設備の点検業務に従事 

・最後に発電所構内で勤務した日：1月 31日 
       

    （その他 直近 2週間の行動歴） 
        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 

・新潟県外往来：なし 
         ・海外渡航歴：なし 
 
４．濃厚接触者：発電所関係者の濃厚接触者はなし。 
 
 

 以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 

2022年 2月 5日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

新型コロナウイルス感染症に感染していることが確認された、柏崎刈羽原子力発電所に
勤務する当社社員 1名と柏崎刈羽原子力発電所の業務に従事している協力企業社員 1名に
ついて、患者の概要をお知らせいたします。 
なお、当該感染症患者と接触のあった者については、現在、自宅待機を指示しておりま

す。今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞ 
 
■１人目 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

40代 男性 柏崎市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・2月 3日 発熱等の症状があったことから、医療機関を受診。医師の

指示により PCR検査を受検。 
 
・2月 4日 PCR検査の結果、陽性と判明。保健所の指示により、指

定の宿泊施設にて療養。 
 

 
３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 

 
・当該社員は、主に発電所構内の特定重大事故等対処施設の設計業務に
従事 

・最後に発電所構内で勤務した日：1月 28日 

       
    （その他 直近 2週間の行動歴） 

        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 
・新潟県外往来：あり 

         ・海外渡航歴：なし 
 
４．濃厚接触者：発電所関係者の濃厚接触者はなし。 
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■2人目 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

30代 男性 長岡市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・2月 2日 新潟県内で感染が確認された方（2月 3日公表の感染症患
者）と接触があったことから、自主的な抗原検査と PCR検
査を受検（抗原検査の結果は陰性）。 

 

・2月 3日 自主的な PCR検査の結果、陽性であったことから保健所
の指示により医療機関へ行き、状況を説明したところ陽性
と確定。保健所の指示により、自宅にて療養。 

 
 
３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 

 
・当該協力企業社員は、主に発電所構内の 6号機タービン建屋における
設備の点検業務に従事 

・最後に発電所構内で勤務した日：2月 2日 
       

    （その他 直近 2週間の行動歴） 
        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 

・新潟県外往来：なし 
         ・海外渡航歴：なし 
 
４．濃厚接触者：発電所関係者の濃厚接触者はなし。 
 

 

 以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 

2022年 2月 6日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

新型コロナウイルス感染症に感染していることが確認された、柏崎刈羽原子力発電所の
業務に従事している協力企業社員１名について、患者の概要をお知らせいたします。 
なお、当該感染症患者と接触のあった者については、現在、自宅待機を指示しておりま

す。今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞ 
 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

40代 男性 柏崎市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・2月 2日 新潟県内で感染が確認された方（2月 3日公表の感染症患
者）と接触があったことから、自主的な抗原検査と PCR検
査を受検（抗原検査の結果は陰性）。 

・2月 3日 自主的な PCR検査の結果は陰性であったが、その後、発
熱等の症状あり。 

・2月 4日 医療機関を受診し、医師の指示により PCR検査を受検。 
・2月 5日 PCR検査の結果、陽性と判明。保健所の指示により、自

宅にて療養。 
 

 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該協力企業社員は、主に発電所構内の 6号機タービン建屋における
設備の点検業務に従事 

・最後に発電所構内で勤務した日：2月 2日 
       

    （その他 直近 2週間の行動歴） 
        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 

・新潟県外往来：なし 
         ・海外渡航歴：なし 
 
４．濃厚接触者：発電所関係者の濃厚接触者はなし。 

  

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 

2022年 2月 7日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

新型コロナウイルス感染症に感染していることが確認された、柏崎刈羽原子力発電所に
勤務する当社社員 1名と柏崎刈羽原子力発電所の業務に従事している協力企業社員 1名に
ついて、患者の概要をお知らせいたします。 
なお、当該感染症患者と接触のあった者については、現在、自宅待機を指示しておりま

す。今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞ 
 
■１人目 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

30代 男性 長岡市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・2月 5日 新潟県内で感染が確認された方（当社社員および協力企業

社員ではない）と接触があったことから、保健所の指導に
基づき、PCR検査を受検。 

 
・2月 6日 PCR検査の結果、陽性と判明。保健所の指示により、自

宅にて療養。 
 

 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該社員は、主に発電所の工事管理・一般管理業務に従事 
・最後に発電所構内で勤務した日：1月 31日 

       
    （その他 直近 2週間の行動歴） 

        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 
・新潟県外往来：なし 

         ・海外渡航歴：なし 
 
４．濃厚接触者：発電所関係者の濃厚接触者はなし。 
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■2人目 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

50代 男性 柏崎市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・1月 31日 前日から喉の痛みがあったことから、自主的に簡易キット 
による抗原検査を実施し、陰性を確認。 

 
・2月４日 喉の痛みは無くなったが、念のため医療機関への郵送によ 

る PCR検査を実施。 
 

・2月 5日 PCR検査の結果、陽性と判明。保健所の指示により、自 
宅にて療養。 

 
 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該協力企業社員は、主に発電所構内の協力企業事務所で事務作業に
従事 

・最後に発電所構内で勤務した日：2月 2日 

       
    （その他 直近 2週間の行動歴） 

        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 
・新潟県外往来：あり 

         ・海外渡航歴：なし 
 
４．濃厚接触者：発電所関係者の濃厚接触者はなし。 

  

 

 以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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新型コロナウイルスワクチン職域接種の実施（３回目）について 
お知らせ  

2022年 2月 8日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 

東京電力グループ※では、当社グループ社員および当社グループの事業所・発

電所に勤める協力企業等の社員等を対象に、政府方針に沿い新型コロナウイル

スワクチン職域接種を実施いたします。 

ワクチンや必要機材等が届き次第、速やかに接種が開始できるよう準備を進

めてまいります。 

当社は、引き続き、電力の安全・安定供給に必要な体制は確実に確保した上で、

政府・自治体からの要請等を踏まえながら、感染拡大防止対策などの取り組みを

実施してまいります。 

 

（職域接種の概要） 

1． 実施期間 

開始日：2022年 3月 28日（月）より準備が整い次第 

終了日：接種状況などを踏まえて判断 

 

2． 場所（会場） 

当社グループの事業所および発電所など 

 

3． 対象者 

当社グループ社員および当社グループ事業所・発電所に勤める協力企業

等の社員等の希望者など 

 

（ワクチン接種にかかる特別休暇） 

 ・全社員を対象に、2021年 12月 1日から 2022年 9月 30日の期間に、ワク

チン接種にかかる特別休暇（有給・最大 1日）を付与 

 

※ 東京電力ホールディングス株式会社、東京電力フュエル&パワー株式会社、東京電力パワーグリッド 

株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、東京電力リニューアブルパワー株式会社の 5社     

 

以 上 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 

2022年 2月 9日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

新型コロナウイルス感染症に感染していることが確認された、柏崎刈羽原子力発電所の
業務に従事している協力企業社員 1名について、患者の概要をお知らせいたします。 
なお、当該感染症患者と接触のあった者については、現在、自宅待機を指示しておりま

す。今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞ 
 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

40代 男性 長岡市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・2月 ７日 発熱等の症状があったことから、医療機関を受診。医師の
指示により PCR検査を受検。 

 

・2月 ８日 PCR検査の結果、陽性と判明。保健所の指示により、自
宅にて療養。 
 

 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該協力企業社員は、主に発電所構内の 6号機安全対策工事関連業務

に従事 
・最後に発電所構内で勤務した日：2月４日 

       
    （その他 直近 2週間の行動歴） 

        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 
・新潟県外往来：なし 

         ・海外渡航歴：なし 
 
４．濃厚接触者：発電所関係者の濃厚接触者はなし。 
 

以 上 
       
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 

2022年 2月 10日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

新型コロナウイルス感染症に感染していることが確認された、柏崎刈羽原子力発電所に
勤務する当社社員 1名について、患者の概要をお知らせいたします。 
なお、当該感染症患者と接触のあった者については、現在、自宅待機を指示しておりま

す。今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞ 
 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

40代 男性 柏崎市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・2月８日  咳や喉の痛みがあったことから、医療機関を受診。医師
の指示により、PCR検査を受検。 

 

・2月９日  PCR検査の結果、陽性と判明。 
         
・２月１０日 保健所の指示により、宿泊施設にて療養。 

 
 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該社員は、主に発電所構内の 6号機安全対策工事関連業務に従事 
・最後に発電所構内で勤務した日：２月７日 

       
    （その他 直近 2週間の行動歴） 

        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 
・新潟県外往来：なし 

         ・海外渡航歴：なし 
 
４．濃厚接触者：発電所関係者の濃厚接触者はなし。 

  

 

 以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 

2022年 2月 11日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

新型コロナウイルス感染症に感染していることが確認された、柏崎刈羽原子力発電所に
勤務する当社社員 1名について、患者の概要をお知らせいたします。 
なお、当該感染症患者と接触のあった者については、現在、自宅待機を指示しておりま

す。今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞ 
 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

40代 男性 柏崎市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・2月 10日 発熱の症状があったことから、医療機関を受診。 
医師の指示により、PCR検査を受検。PCR検査の結果、
陽性と判明。保健所の指示により、自宅にて療養。 

         
 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該社員は、主に発電所構内の原子炉関連設備の保全業務に従事 
・最後に発電所構内で勤務した日：２月 9日 

       

    （その他 直近 2週間の行動歴） 
        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 

・新潟県外往来：あり 
         ・海外渡航歴：なし 

 
４．濃厚接触者：なし。 

  

 

 以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 

2022年 2月 15日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

新型コロナウイルス感染症に感染していることが確認された、柏崎刈羽原子力発電所の
業務に従事している協力企業社員 1名について、患者の概要をお知らせいたします。 
なお、当該感染症患者と接触のあった者については、現在、自宅待機を指示しておりま

す。今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞ 
 
１．年代・性別・居住地：    

年 代 性 別 居住地 

50代 男性 柏崎市 

 
２．症状・経過：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・2月 11日  発熱等の症状があったことから、医療機関へ連絡。医師
の指示により自宅にて療養。 

 

・2月 13日  自主的な PCR検査の結果、陽性と判明。 
 
・2 月 14 日  医療機関を受診。医師の指示により PCR 検査を受検。

PCR検査の結果、陽性と判明。保健所の指示により、自
宅にて療養。 

 
 

３．行 動 歴：当社として確認している内容は以下の通り。 
 

・当該協力企業社員は、主に 6号機計測制御設備の更新作業に従事 
・最後に発電所構内で勤務した日：2月 10日 

       
    （その他 直近 2週間の行動歴） 

        ・中央制御室への立ち入りや運転員との接触：なし 
・新潟県外往来：なし 

         ・海外渡航歴：なし 
 
４．濃厚接触者：発電所関係者の濃厚接触者はなし。 
 

以 上 
       
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 
 

2022年 2月 17日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新たに 1名の新型コロナウイルス感染症患者が確認されま
したので、以下の通りお知らせいたします。 
今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 
 
＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

No. 年代 性別 居住地 所属 備考 

1 40代 女性 柏崎市 協力企業 ・2月 16日陽性判明 

 
 

以 上 

 
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 
 

2022年 2月 19日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新たに 2名の新型コロナウイルス感染症患者が確認されま
したので、以下の通りお知らせいたします。 

今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

 
＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

No. 年代 性別 居住地 所属 備考 

1 30代 男性 柏崎市 協力企業 ・2月 18日陽性判明 

2 30代 男性 柏崎市 協力企業 ・2月 18日陽性判明 

 
 

以 上 

 
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 
 

2022年 2月 20日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新たに 2名の新型コロナウイルス感染症患者が確認されま
したので、以下の通りお知らせいたします。 

今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

 
＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

No. 年代 性別 居住地 所属 備考 

1 40代 男性 県外 協力企業 
・2月 19日陽性判明 

※帰省先の県外で陽性判明し、県外で療養中 

2 40代 男性 長岡市 協力企業 ・2月 19日陽性判明 

 
 

以 上 

 
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 
 

2022年 2月 21日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新たに 1名の新型コロナウイルス感染症患者が確認されま
したので、以下の通りお知らせいたします。 

今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

 
＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

No. 年代 性別 居住地 所属 備考 

1 60代 女性 柏崎市 協力企業 ・2月 20日陽性判明 

 
 

以 上 

 
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 
 

2022年 2月 23日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新たに 1名の新型コロナウイルス感染症患者が確認されま
したので、以下の通りお知らせいたします。 

今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

 
＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

No. 年代 性別 居住地 所属 備考 

1 40代 男性 柏崎市 協力企業 ・2月 22日陽性判明 

 
 

以 上 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 
 

2022年 2月 25日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新たに 1名の新型コロナウイルス感染症患者が確認されま
したので、以下の通りお知らせいたします。 

今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

 
＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

No. 年代 性別 居住地 所属 備考 

1 40代 男性 長岡市 協力企業 ・2月 22日陽性判明 

 
 

以 上 

 
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 
 

2022年 2月 26日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新たに 3名の新型コロナウイルス感染症患者が確認されま
したので、以下の通りお知らせいたします。 
今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 
 
＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

No. 年代 性別 居住地 所属 備考 

1 60代 男性 柏崎市 協力企業 
・2月 25日陽性判明 

・2/21お知らせ（No.1）の濃厚接触者 

2 60代 男性 刈羽村 協力企業 ・2月 25日陽性判明 

3 50代 男性 柏崎市 協力企業 ・2月 25日陽性判明 

 
 

以 上 

 
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 
 
 

2022年 3月 1日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新たに 1名の新型コロナウイルス感染症患者が確認されま
したので、以下の通りお知らせいたします。 

今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 
 

 
＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

No. 年代 性別 居住地 所属 備考 

1 40代 女性 柏崎市 当社社員 ・2月 28日陽性判明 

 
 

以 上 

 
 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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プルトニウム利用計画について 

 

2022 年 2 月 18 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 本日（2 月 18 日）、電気事業連合会が、新たなプルトニウム利用計画を公表しました。 

 

電力 9 社（除く沖縄電力）と日本原子力発電、電源開発の電力 11 社は、「我が国にお

けるプルトニウム利用の基本的な考え方」（2013 年 7 月、2018 年 7 月原子力委員会決

定）に基づき、利用目的のないプルトニウムは持たないとの原則の下、プルトニウム保有

量の適切な管理に向けて、最大限取り組んでおります。 

 

プルトニウム利用の促進・保有量の削減を進めるため、このたび、新たに事業者間の連

携・協力を実施していくことについて電力内で合意いたしました。具体的には、電気事業

者が、英国と仏国それぞれに保有するプルトニウムを交換した上で、MOX燃料工場が稼働

している仏国で MOX燃料に加工し、国内のプルサーマル炉で消費することを計画してお

り、当社もこの計画に協力してまいります。 

 

当社は、現段階では、プルサーマルの具体的な計画について見通せる状況にはありませ

んが、資源の乏しいわが国において、将来にわたりエネルギーを安定的に確保していくた

めには、国内における原子燃料サイクルの確立は不可欠との認識の下、プルサーマルを推

進していくという方針に変わりありません。 

 

地域のご理解を大前提に、引き続き、電気事業連合会をはじめ、関係各所と連携して、

プルトニウムの利用を推進してまいります。 

 

以 上 

【参考】電気事業連合会 HP 

https://www.fepc.or.jp/about_us/pr/oshirase/1260692_1458.html 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社  

 原子力・立地本部広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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2023~2025年度 採用計画について 
2022年 2月 21日 

東京電力ホールディングス株式会社 

東京電力フュエル&パワー株式会社 

東京電力パワーグリッド株式会社 

東京電力リニューアブルパワー株式会社 

東京電力エナジーパートナー株式会社 
 

このたび、東京電力ホールディングス株式会社、東京電力フュエル&パワー株式会社、東京電力

パワーグリッド株式会社、東京電力リニューアブルパワー株式会社、東京電力エナジーパートナー

株式会社の５社（以下、「５社」）は、2023~2025年度の各年度約 750人の人財を採用する計画

を取りまとめました。 
 

福島への責任を全うしながら、安定的かつ低廉な電力をお届けするという当社の使命を果たし、

その上で競争を勝ち抜いて企業価値を向上させるため、それらの源泉となる人財の計画的な確保・

育成に取り組んでまいります。 
 

昨今においては、お客さまニーズの変化・多様化、カーボンニュートラルへの機運の高まり、自

然災害の激甚化・広域化に伴う防災・電力レジリエンス強化の必要性の高まり等、当社を取り巻く

事業環境は大きく変化しています。 

また、長期にわたる安全かつ着実な廃炉作業の貫徹に加え、地元・社会の皆さまからの信頼回復

に向けた取り組みを鋭意進めていく必要があります。 
 

このような状況に対応していくため、5社は、これまで各年度約 600人の採用を計画してまいり

ましたが、2023~2025 年度の各年度においては 約 750 人の人財を採用することとしました。新

たな仲間を迎え、当社の経営理念である「安心で快適なくらしのためエネルギーの未来を切り拓く」

を実現するため、変革を恐れず挑戦し、企業価値の向上に努めてまいります。 
 

また、福島復興のために継続的な雇用について最大限貢献していくという観点から、福島県内の

大学・短期大学・高等専門学校・高等学校などの卒業生から各年度約 45人の採用を目指します。 

採用活動にあたっては、新型コロナウイルス感染状況も踏まえ、webを活用した説明会や面接等

も活用し、学生の皆さまへの積極的な情報提供と安全の確保に努めてまいります。 
 

・採用人数は、新卒採用・キャリア採用を含む 
・5社一括で年間を通じて採用活動を実施（5社の内訳は、各社事業計画を踏まえ今後決定予定） 
 

募集要項等の情報は、2022年 3月 1日以降、東京電力ホールディングス株式会社ホームペー

ジ採用サイトに掲載する予定です。 

（ホームページアドレス：http://www.tepco.co.jp/personnel/index-j.html） 

以 上 
 

 
採用人数 

2023年度 2024年度 2025年度 

東京電力ホールディングス株式会社 

合計 約 750人 
合計 約 750人 

（予定） 

合計 約 750人 

（予定） 

東京電力フュエル&パワー株式会社 

東京電力パワーグリッド株式会社 

東京電力リニューアブルパワー株式会社 

東京電力エナジーパートナー株式会社 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 渉外・広報部 報道グループ  025-283-7461（代表） 57
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廃炉・汚染水・処理水対策の概要 ２０２２年２月２４日
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合/事務局会議

1/9

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ

使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014年12月に4号機が完了し、2021年2月28日に３号機が完了しました。
引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１～３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

１～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

２号機 燃料取り出し開始 2024年度～2026年度

３号機 燃料取り出し完了 2020年度内

４号機 燃料取り出し完了 2014年

初号機 燃料デブリ取り出し開始

２号機 2021年内
※新型コロナウイルス感染拡大の影響で
1年程度遅延する見込み

• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水は、多核種除去設備での処理を行い、
溶接型タンクで保管しています。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定
的に管理しています。また、建屋屋根の損傷部の補修や構内のフェーシング等により、降雨時の汚
染水発生量の増加も抑制傾向となり、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5
月）から約180m3/日（2019年度）、約140m3/日（2020年度）まで低減しています。

• 汚染水発生量の更なる低減に向けて対策を進め、2025年内には100m3/日以下に抑制する
計画です。

シナリオ・技術の検討 設備の設計・製作 解体等
原子炉施設の

解体等

汚染水対策 ～３つの取り組み～

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取り組み
①汚染源を「取り除く」 ②汚染源に水を「近づけない」 ③汚染水を「漏らさない」

（２）滞留水処理の完了に向けた取り組み

• 建屋滞留水水位を計画的に低下させるため、滞留水移送装置を追設する工事を進めております。
• 2020年に1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処理
が完了しました。

• 今後、原子炉建屋については2022年度～2024年度に滞留水の量を2020年末の半分程度に
低減させる計画です。

• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ
オライト土嚢等について、線量低減策及び安定化に向けた検討を進めています。

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取り組み

• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策や防潮堤設置の工事を進めています。また、豪雨対策
として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとともに、排水路強化等を計画的に実
施していきます。

原子炉格納容器内の状況把握/
燃料デブリ取り出し方法の検討 等

燃料デブリ
取り出し

燃料デブリの
保管/搬出

1、3号機 2号機

燃料デブリの
取り出し

揚水井

地下水位

原子炉建屋

水ガラス
地盤改良

浄化処理

溶接型タンク

屋根損傷部補修

海
側
遮
水
壁

地
下
水
ド
レ
ン

陸
側
遮
水
壁

地
下
水
バ
イ
パ
ス

サ
ブ
ド
レ
ン

滞留水

陸
側
遮
水
壁

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用

更なる
水位低下

開
渠
内

トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

サ
ブ
ド
レ
ン

(注1)事故により溶け落ちた燃料

多核種除去設備等処理水の処分について

処理水の海洋放出にあたっては、安全に関する基準等を遵
守し、人及び周辺環境、農林水産品の安全を確保してまいり
ます。また、風評影響を最大限抑制するべく、モニタリングのさら
なる強化や第三者による客観性・透明性の確保、IAEAによる
安全性確認などに取り組むとともに、正確な情報を透明性高く、
継続的に発信してまいります。

※1 人及び環境への放射線の影響評価を含む
※2 少量の放出から慎重に開始

ALPS処理水の
取扱いに関する
小委員会

東京電力原子力
規制委員会

東京電力政府

（
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分
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海
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続

2年程度

4月13日に「廃炉・汚染水・処理
水対策関係閣僚等会議」より決定

処理水対策

燃料
取り出し

燃料の
保管/搬出

がれき撤去 等
燃料取り出し
設備の設置

3、4号機

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

1、2号機

2021年12月21日に原
子力規制委員会へ申請



２号機 試験的取り出し装置が楢葉に到着、動作確認試験を開始

ALPS処理水希釈放出設備タンク10基連
結にて循環攪拌実証試験を実施

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月安定的に推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく、 総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取り組みの状況

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

燃料取り出し用カバー

取り出し完了燃料（体）

1535/1535*1
（2014/12/22燃料取り出し完了）

＊1：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む4号機

注水

2号機

ペ
デ
ス
タ
ル

3号機

前室

615体

注水

ドーム屋根

燃料取扱機
クレーン

FHM
ガーダ遮へい体

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
チ
ェ
ン
バ安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

注水

392体

原子炉建屋(R/B) 1号機

養生バッグ

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了） 取り出し完了燃料（体）

566/566
（2021/2/28燃料取り出し完了）

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

前室

2号機燃料デブリ試験的取り出しに向けて、
ロボットアームの国内工場（神戸）における
性能確認試験及び操作訓練が1月21日に
終了したことから、日本原子力研究開発機
構（JAEA）楢葉遠隔技術開発センターへ
装置を輸送し、2月14日よりロボットアームの
動作確認試験を開始しています。
また、PCV内部調査及び試験的取り出しの
準備段階として、作業用の隔離部屋設置作
業を2月14日より開始しました。引き続き、安
全最優先で作業を進めていきます。

1号機 原子炉格納容器内部へ水中ロボットを投入

1号機原子炉格納容器（以下、PCV）
内部調査に向け、調査を円滑に進める装
置である「ガイドリング」を取付けるため、2
月8日に1機目の水中ロボット（ROV-A）
を投入しました。2月9日に、PCV南側４
箇所へのガイドリングの設置が完了し、目
的を達成しました。
その際、PCV底部に堆積物があることや、
ペデスタルの開口部、アクセスルート構築作
業時に切断したグレーチングや鋼材、原子
炉再循環系配管などが確認できました。
引き続き、準備が整い次第ROV-A2によ
る詳細な調査を実施する計画です。

ALPS処理水希釈放出設備では、タンク10基
を1群として放出操作を行うため、放出前にサン
プリングを行う際には、タンク群全体の水を循環
し濃度が均一になるようにします。
タンク10基においても濃度が均一化されること
を確認するため、2月7日から13日にかけて循環
攪拌実証試験を行いました。
タンクへ投入した試薬の理論平均濃度と実際
に測定した濃度の比較を行い、攪拌効果を確
認しました。

ガイド
リング

ROV
ケーブル

ペデスタル
開口部

塊状の
堆積物

＜原子炉格納容器内の状況（2月9日）＞

ROV投入位置

0°
ペデスタル
開口部

180°

215°

ガイドリング

X-2ペネ

90°

①

② ③

④

＜ロボットアーム到着の様子＞

陸側遮水壁における冷媒漏えいの状況について

※冷媒（ブライン）：塩化カルシウム水溶液

2/9

千島海溝津波襲来時の陸側遮水壁の冷媒（ブラ
イン※）漏えいのリスク低減を目的とした試験実施のた
め、2月15日にブライン供給ポンプを停止したところ、ブ
ラインタンクの液位低下を確認。応急処置のため弁を
閉操作し、液位低下は停止しました。

その後、ブライン配管の接続部から漏えいを確認した
ため、当該の配管接続部のゴムリングを取り換え、2月
21日にすべてのエリアにおいてブラインの供給を再開し
ました。
漏えいした原因について、調査を進めるとともに、引き
続き、陸側遮水壁の維持管理に努めてまいります。
なお、2月22日現在、全ての測温管において0℃
以下を維持しています。

接続部
（漏えい箇所）

＜保温材取り外し後の接続部漏えい箇所＞

（降雪時、道路に散布する融雪剤と同じ成分）

ガイドリング

直径25cm×長さ111cm

＜１機目の水中ロボット（ROV-A）＞

縦17.5cm×横20cm×長さ45cm

＜２機目の水中ロボット（ROV-A2）
詳細目視調査用＞



主な取り組みの配置図
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提供：日本スペースイメージング（株）2021.4.8撮影
Product(C)[2021] DigitalGlobe、 Inc.、 a Maxar company.

６
号

５
号

MP-2

MP-4

MP-6

MP-3

MP-5

MP-7

MP-8

凍土方式による
陸側遮水壁

海側遮水壁

地下水バイパス
地
下
水
の
流
れ

タンク設置エリア

MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
号サブドレン

敷地境界
増設雑固体廃棄物焼却設備

雑固体廃棄物焼却設備

高温焼却炉建屋

プロセス主建屋

２号機 試験的取り出し装置が楢葉に到着、
動作確認試験を開始

1号機原子炉格納容器内部へ水中ロボットを投入

地盤改良

陸側遮水壁における冷媒漏えいの状況について

ALPS処理水希釈放出設備タンク10基連結にて
循環攪拌実証試験を実施
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東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

ご質問への回答 

 

<宮崎委員> 

１． ６号機大物搬入建屋の基礎杭が壊れたことから、地震動の大きさがいかに大きいか、思い

知らされました。そこで思い出されるのが、2018 年に火災を起こしたケーブル洞道の震

災です。以前にいろいろ質問させてもらっていましたが、どういうわけか洞道の被災状況

について詳しく聞かせてもらえませんでした。その後、日本技術士会が、中越沖地震の１

年後、復旧状況について調査し、報告書を出していることを知りました。見ると「2.4.2 屋

外設備と地盤・埋設構造物の修復と耐震補強」「（７）50万ボルトOFケーブル洞道の損傷」

として、「一部ケーブルに地震によると思われる傷や、へこみ及び蛇行が見られた・・・」

とありました。洞道の壁等の損傷には触れていませんが、東電の調査で目地部の段差最大

5cmや開き最大10cmがあったと報告されています。6号機を襲った地震動を理解するう

えで、参考になります。被災洞道の被災状況など教えてください。 

 

Q１-1．被災ケーブル洞道(既設洞道)は全長1,270mあると聞きました。 

新設洞道の荒浜側と大湊側の「開削洞道」と「トンネル」の長さ。 

A1-1． 

○ 新設洞道の各部延長はそれぞれ次のとおりです。 

・荒浜側開削洞道 ：約315ｍ 

・シールドトンネル：約615ｍ 

・大湊側開削洞道 ：約220ｍ 

 

Q１-2．６号機の杭が損傷したことから、目地の段差や開きは大湊側でたくさん見られたのでは

ありませんか。両「開削洞道」と「トンネル」での段差や開きの数や大きさ。 

A1-2． 

○ 既設洞道は、全区間（500kV開閉所～大湊側）にわたって開削洞道です。2007年の中越沖地

震後の目視点検では、段差や開きの数と大きさは次のとおりです。段差が発生した箇所は、い

ずれも中央土捨場の傾斜地です。 

・段差：４箇所、最大5cm程度   

・開き：４箇所、最大10cm程度 
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Q１-3． 

① 中越沖地震で火災を起こした３号機の変圧器はタービン建屋の隣にありました。変圧器から

出た発電用ケーブルは U 字管やボックスなど保護管で保護されて地下を通って洞道へつな

がれていると思われます。 

各号機から原子炉建屋の脇を通るわけですが、図解して埋設状況を教えてください。 

② 洞道と保護管とのつなぎ目が７か所あると思われますが、６号機の杭を壊すほどの地震でし

た。保護管とつなぎ目に損壊個所はなかったのですか。有無と場所を教えてください。 

A1-3． 

○ ①中越沖地震で火災を起こした 3 号機の変圧器は、発電所内に電力を供給するための所内変  

圧器と呼ばれるもので、ここから出た電力用ケーブルはタービン建屋内の常用電気品室まで

地上に敷設されており、洞道へつながるものではありません。 

なお、ケーブルの敷設図につきましては、核物質防護（テロ対策等）の観点から、提示につい

ては控えさせていただきます。 

○ ②主発電機から主変圧器を経て洞道内へつながるケーブルには保護管はなく、そのまま洞道

内へ引き込まれております。中越沖地震後に実施した点検では、引き込み箇所に破損は確認さ

れませんでした。 

 

Q１-4．新規洞道は、荒浜側から大湊側へほぼ直線状ですが、被災洞道は東側に膨らんでいます。

直線的配置を避けた理由は何ですか。 

A1-4． 

○ 新設洞道は、地中の深い位置にシールドトンネルという工法※１で設置しているため、ほぼ直

線配置されています。一方被災した既設洞道は、地表面近くに開削工法※２で設置しているこ

とから、地表面勾配が大きい場所（中央土捨場）を避けて、東側寄りに迂回して設置されてい

ます。 

 

※１ シールドトンネル工法：比較的深い地盤を専用機械（大型の筒状のような形状）を 

用いて掘削し、トンネルを構築する工法 

※２ 開削工法：比較的浅い地盤を掘削し、配管やケーブルなどを埋設する工法 
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Q１-5．被災洞道は目地部で亀裂が入りました。当然地下水が洞道内に流入したと思われます

が、流入量と排出方法を教えてください。 

A1-5． 

○ 中越沖地震により既設洞道の一部の目地が損傷し、漏水した箇所もありますが、洞道内の機能

に影響を及ぼすものではありませんでした。 

なお、洞道内への流入量については少量であり、排水ポンプ等を用いた排水作業は行ってお

りません。 
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Q１-6．新規洞道は、東側から見た断面図が公開されています。荒浜側洞道の床は標高０m で

北に向かい立坑手前で地下―22ｍと深くなっています。これまで東電が公表したデータ

をもとに洞道のイメージ図を作りました。（参考資料参照) 

   既設洞道についても深さや勾配がわかる断面図を示してください。 

A1-6． 

○ 洞道イメージ図を次に示します。既設洞道は、地表面近くに開削工法で設置しています。一方、

新設洞道は、地中の深い位置にシールドトンネル工法で設置しています。 

 

  

【洞道イメージ図】 
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Q１-7．６号機で12ｍ、７号機で20ｍの杭により、大物搬入建屋を基礎地盤西山層に支持させ

ています。既設洞道は、西山層より浅いところに埋設されていますから、ほとんど「古安

田層」に埋設されているとみてよろしいですか。 

A1-7． 

○ 先の洞道イメージ図のとおり、既設洞道は比較的地表面に近い場所に設置されています。設置

地盤は場所によって異なりますが、新期砂層、番神砂層、古安田層などの未固結層※で、一部

は埋戻土層に設置しています。 

 

※未固結層：固結していない状態で堆積している地層の総称 

 

 

 

２． ６，７号機の大物搬入建屋を地盤強化して建て替える根拠は、120 ㌧もある核燃料キャス

クの搬出入に耐えられるようにするためでした。放射能管理上、建屋内を陰圧にするため

に気密性施設にします。 

他の原子炉建屋も核燃料キャスクの搬出入があるわけですが、大物搬入建屋の建て替えは 

どうなりますか。 

 

Q２-1．６，７号機と同じように大物搬入建屋を支持杭で支えている 

４号機の杭の調査はしないのでしょうか。 

「しない場合」「する場合」、それぞれ理由を聞かせてください。 

A2-1． 

○ 今回の６号機大物搬入建屋の杭（No.8・6）の損傷の原因は、建設残置物が杭に干渉している

状況のもとで、中越沖地震による地震力が作用したことによるものと推定しています。 

○ また、中越沖地震を経験した主要な杭支持構造物において、６号機大物搬入建屋と同様に建

設残置物が干渉していないかの調査を実施した結果、６号機大物搬入建屋を除き、建設残置

物の干渉は確認されておりません。 

○ したがいまして、その他の設備においては、耐震性能に影響を及ぼすような杭の損傷はないと

考えておりますが、４号機大物搬入建屋については、６号機大物搬入建屋の杭の損傷の推定原

因を確かなものにするため、安全最優先の観点から調査を行ってまいりたいと考えておりま

す。 
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Q２-2．１，２，３，５号機の大物搬入建屋は西山層を基礎とする「べた基礎」ということで、

建て替えしないと理解してよろしいでしょうか。 

そうだとすると、新規制基準が求める大物搬入建屋の管理区域化ができません。４号機 

も含めて、新規制基準に適合した施設にするにはどのような対策をするのか聞かせてくだ

さい。 

A2-2． 

○ ご指摘のとおり、１，２，３，５号機の大物搬入建屋は岩盤（西山層）を支持層とする直接基

礎形式の設備であり、杭はありません。 

○ なお、１～５号機の大物搬入建屋について新規制基準の適合性申請を行う場合には、耐震性

を再評価し、必要に応じて対策を講じることになると考えております。  
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